







 An Analysis of Teacher Evaluation System in Korea 




Growth of a nation should be based on excellent human resources. And for the training of human 
resources, excellent faculty leadership, which is responsible for the training, is indispensable. Na-
tional education policies have been given top priority in the agenda of each national government. 
This means that, as suggested by policies of the OECD member countries, the aim of national edu-
cation is to enhance the quality of learning.  This aim requires improvement in the quality of teach-
ers, which will lead to high-quality subject teaching.  In this paper, the background, objectives, 
achievements of and future challenges for the teacher evaluation system in Korea, focusing on the 
present method of “evaluation system of teachers”. This method was introduced with a policy state-
ment which says “teachers as professionals have an obligation to strive for the skills development of 
themselves, and the national government should be involved in it with policy orientation”. 
 











matter: Attracting, developing and retaining effective teachers）（2002-2004）によると、OECD加盟各国で
も、教育大臣は万人のための学習の質を高めることを目的に備えると公約している1)。また、「効果
的な教育環境作り」（Creating Effective and Learning Environments）：教員・教授・学習に関する調査
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韓国における教員能力評価制度に関しては韓国教育開発院（KEDI）が中心となりその研究を進め




































（OECD, 1994）とした勧告の影響もあった。こうした OECD の勧告に基づき、教員の業務遂行能力
の向上のために定期的に教員評価制度を導入した国も増えた。 































































出典）教育科学技術部「教育公務員昇進規程」（大統領令第 23324 号）、より作成。 
注 1）道徳教育に基づく心の教育 
注 2）2011 年 11 月 30 日に改正されたもの。 
韓国における「教員能力開発評価制度」の意義及び問題点に対する分析 
 




のある教員が優遇を受けるようにする、という。これに基づき、「教育部」6) による 1999 年「教育
発展 5 ヶ年計画案」および 2000 年の「教職発展総合方案」で、教員の質の管理および責務を強化す
る目的で、「教員能力開発評価制度」の導入の必要性に言及している。しかしながら、この制度に対




























こうした社会的な認識の変化もあり、表 2 に示したように、2004 年「教育人的資源部長官」（文




















を受け入れることを表明したこともあり、2009 年 7 月に当時の安秉万「教育科学技術部長官」、が
「教員評価に関する韓国教総の意見を最大限反映できるように前向きに検討する」と述べ11)、2010
年 3 月から全国のすべての学校に導入することを明らかにし、2009 年 9 月から実験校も 3,000 校以
上へ拡大するなど12)、評価制度の導入に向けた準備が本格化された。 
しかし、国会で審議されていた同制度に関する法案が採択されなかったため、2010 年 2 月に、各
地方の「教育庁」13) の長が、独自に教育科学技術部が示した基準「2010 年度教員能力開発評価標準
マニュアル」に基づき、2011 年 2 月に大統領令で「教員等の研修に関する規程」が定まり、2011
年 3 月から全面的に実施することとなった。2007 年李明博政権から立法化しようとした「教員能力
開発評価法」は実現できず、「教員等の研修に関する規程」（大統領）の中に第 4 章教員能力開発評
価として新設される運びになった。ここで、本規程の中の第 4 章について見てみよう。 
 
「第 4 章 教員能力開発評価〈新設 2011 年 2 月 25 日〉 













 第 20 条（評価項目）教員能力開発評価は、評価対象の教員に基づいて、次の各号の区分による項
韓国における「教員能力開発評価制度」の意義及び問題点に対する分析 
 












 第 22 条（教員能力開発評価管理委員会）①教育監と「初・中等教育法」による学校の長は、教員
の能力開発の評価に必要な事項を審議するためには、教育委員会や学校別の教員能力開発評価管理
委員会（以下「委員会」という）を構成・運営しなければならない。 















表 2 教員能力開発評価制度の導入までの歩み 
時期 主な内容 
2003 年 2 月 7 日 国策として「教員の専門性の強化および昇進制度改善案」（教育関連課題として教員の専門性
の向上のための基盤造成、能力中心の昇進制を提案） 
2004 年 2 月 2 日 教育人的資源部長官による「教員評価委員会」の導入を公表 
2004 年 4 月 8 日～
2005 年 2 月 28 日 
教員能力開発評価制度に関する教育人的資源部の委託研究（韓国教育学会、韓国教育行政学
会、韓国教育評価学会） 
2004 年 5 月～ 
2005 年 5 月 
教員団体（20 回）、保護者団体（4 回）との協議に基づき意見の収集 
教員団体→反対、保護者団体→賛成 
2005 年 5 月 3 日 「教員能力開発評価制度法」（案）の公表及び公聴会の実施 
2005 年 6 月 20 日 「学校の教育力向上のための特別協議会」の組織：3 つの教員団体、2 つの保護者団体からな
る 7 人の委員 
2005 年 11 月 4 日 教員に対する評価を含む学校教育力の向上のための試験事業の公表→教員の授業時数、業務
軽減および教員の昇進、養成、研修制度の改善などに関する内容 
 230 
2005 年 11 月 17 日 教員能力開発評価制度実験学校の選定結果および学校教育力の高揚に関する事業の公表→全
国の初等・中等教育機関 48 校を選抜、2006 年実施決定。 
2006 年 2 月 8 日 教員評価専門担当機関として韓国教育開発院を指定 
2006 年 10 月 20 日 教育人的資源部による教員能力開発評価政策推進方向に関する公聴会の開催 
2006 年 11 月 1 日 教員能力開発評価制度の導入のための「初・中等教育法」改正案の立法予告 
2006 年 12 月 26 日 初・中等教育法改正案を政府案として国務会議において確定 
2006 年 12 月 29 日 初・中等教育法国会において審議：2008 年から本格的に実施するための法的根拠→2007年 6
月否決 
2007 年 2 月 16 日 教員能力開発評価制度実験学校 506 校を選定 
2007 年 12 月 李明博政権のマニフェストとして教員能力開発評価制度の立法化を公表 
2008 年 3 月 20 日 教育科学技術部による大統領への報告書に教員能力開発評価制度の導入を明記 
2009 年 7 月 20 日 2010 年 3 月から「市・道教育監」（都道府県教育委員会教育長に該当する）が制定した「教
育規則」に基づき、全面実施 
2010 年 3 月 教員能力開発評価、全面実施 




教員能力開発評価制度は、前述のように 2005 年に実験学校が選定され、2006 年 1 回目の評価が
行なわれた。 
































いう形式で評価に参加する。教員に対する評価内容は 5 領域 18 指標、校長・教頭に対する評価内容
は、4 領域 8 指標（教頭は 6 指標）から構成される。教員や校長・教頭の評価領域や指標に関して
は表 3 と表 4 を参照されたい。 
児童・生徒及び保護者による満足度調査の内容も、表 3 と表 4 で示された領域に基づくが、各領
域の指標については各学校に設置される「評価管理委員会」16) が自由に選択して設定できる。 
 
表 3 教員に対する評価の領域・指標 
評価領域 指     標 
授業指導 授業準備 ○教育課程の理解及び教授・学習方法の改善努力 
○学習者の特性及び教科内容の分析 
○教授・学習の方向性の分析 
授業実践 ○授業の導入 ○教員の発問 











表 4 校長・教頭に対する評価の領域・指標 
評価領域 
指     標 
校   長 教   頭 























表 5 2011 年度教員能力開発評価制度への参加率 
学校種別 児童･生徒参加率 保護者参加率 同僚教員参加率 
初等学校 85.26% 54.32% 94.05% 
中学校 79.06% 43.96% 88.58% 
高等学校 73.03% 32.93% 85.25% 
特殊学校 53.82% 52.27% 94.70% 
平均 78.90% 45.59% 89.89% 






評価実施日程は大きく 3 つに区分され、3～5 月は準備期間として、各学校で評価管理委員会の設
置や施行計画の策定などを行う。その後、6～9 月に評価を実施し、翌年 1 月に評価結果を公表する。
初回となった 2010 年は、全国 99.97％の学校で実施され、評価者として教員の 89％、児童・生徒の
80％、保護者の 54％が評価に参加した。 
評価結果は、教員と校長・教頭それぞれに対する結果が評価者別、領域別、学校種別に公表され、
5 点満点で教員対象の同僚評価の平均点数は表 6-1 に示したように 4.66 で比較的に高く、児童・生
徒評価が 3.77 点、保護者評価が 4.12 点であった。比較的に同僚教員による評価が高かったことにつ
いて、関係者の間で「仲間同士の温情主義」も指摘された。評価の結果「長期能力向上研修対象者」
は 53 人、「短期能力向上研修対象者」は 774 人で、計 827 人が不適合者となった。そして、2011 年
12 月に発表された 2011 年度の結果についてみると、「能力向上研修対象者」は、評価を拒んだ全羅
北道教育庁（770 校）以外の評価を受けた全国の初·中等教育·特殊学校、11,067 校の教員 34 万 3,725
人のうち、長期研修対象者は 359 人、短期研修対象者は 2,179 人である。前年度に比べ不適合者と
いう判定を受けた者が多かったのは、義務化によるものと思われる。 
短期研修者は 60 時間以上、長期研修対象者は 210 時間以上研修を受けなければならない。短期研
修は児童・生徒からの満足度で、5 点満点で「不十分」に該当する 2.0〜2.5 を、長期研修者は同僚
教員評価からは 2.5 点以下で「不十分」、児童・生徒からは 2.0 点以下で「非常に不十分」との評価
を受けた者である。2010 年に引き続き再び長期能力向上研修対象者に指名された場合は 6 ヶ月間の
「長期集中研修」を履修しなければならない。この期間は、授業は免除される。2011 年の「長期集
中研修」審議対象者は 8 人だったが、市・道教育庁の審議を経て、3 人（初等教育 1 人、中等教育 1
人、教科外 1 人）となった。2010 年、教員評価で 827 人（長期 53 人、短期 774 人）の研修対象者
となった者の中から 98％が履修を受けている。このうち、2011 年にも研修対象に再指名された教員
は 51 人で、3 人は「長期集中研修」を、48 人は「長期能力向上研修」を受けることになる。 
韓国における「教員能力開発評価制度」の意義及び問題点に対する分析 
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表 6-1 教師に対する評価結果 
区 分 
2011 年評価結果 2010 年結果 









児童・生徒満足度 3.94 3.88 3.89 3.74 3.81 3.85 3.77 
保護者満足度 4.15 4.20 4.15 4.07 4.27 4.15 4.12 
同僚教員評価 4.76 4.75 4.74 4.71 4.75 4.74 4.66 
出典）教育科学技術部「報道資料」2011 年 12 月 28 日。 
 
表 6-2 学校種別教師に対する満足度 
区 分 
2011 年度評価結果 
初等学校 中学校 高等学校 特殊学校 
児童・生徒満足度 4.29 3.83 3.73 4.17 
保護者満足度 4.38 4.11 4.02 4.36 
同僚教員評価 4.88 4.70 4.61 - 
     出典）教育科学技術部「報道資料」2011 年 12 月 28 日。 
 
表 7-1 と表 7-2 によると、校長に対する保護者による満足度調査の結果は 3.85 点で、同僚教員に
よる評価は 4.63 で、表 8-1 と表 8-2 によると、教頭に対する保護者による満足度調査の結果は 3.79
点で、同僚教員による評価は 4.64 であった。 
ちなみに 2010 年の校長と教頭の同僚教員に満足度調査の結果はいずれも 4.54 点で、保護者によ






表 7-1 校長に対する評価結果 







保護者満足度 3.88 3.70 3.82 3.90 3.85 
同僚教員評価 4.62 4.65 4.56 4.66 6.63 
  出典）教育科学技術部「報道資料」2011 年 12 月 28 日。 
 
表 7-2 学校種別校長に対する満足度 
区  分 初等学校 中学校 高等学校 特殊学校 
児童・生徒満足度 4.02 3.75 3.58 4.13 
同僚教員評価 4.80 4.57 4.42 4.65 
        出典）教育科学技術部「報道資料」2011 年 12 月 28 日。 
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表 8-1 教頭に対する評価結果 
区  分 学校教育計画 校内の指導・監督 教員の人事 平均評価点 
保護者満足度 3.79 3.66 3.80 3.79 
同僚教員評価 4.63 4.66 4.63 4.64 
     出典）教育科学技術部「報道資料」2011 年 12 月 28 日。 
 
表 8-2 学校種別教頭に対する満足度 
区  分 初等学校 中学校 高等学校 特殊学校 
児童・生徒満足度 3.93 3.70 3.52 4.14 
同僚教員評価 4.81 4.59 4.43 4.67 
        出典）教育科学技術部「報道資料」2011 年 12 月 28 日。 
 

























このような中、2012 年１月 26 日教育科学技術部は次のような内容の改善プランを発表した。 
韓国における「教員能力開発評価制度」の意義及び問題点に対する分析 
 








































4）ハンギョレ新聞社『ハンギョレ新聞』2005 年 5 月 10 日付をはじめ当時各種メディアに多く散見される。 
5）「世界化」とは国際化の意味で「方案」とは方向を示すもので、日本語の法案とは異なる。 
6）1948 年 8 月大韓民国の政府樹立後、同年 11 月 4 日に「文教部」として発足、1990 年 12 月 27 日に「教育部」
と改称、2001 年 1 月 29 日に、「教育人的資源部」と改称し、長官を副総理として昇格させた。その後 2008 年 2
月 29 日、「科学技術部」を吸収合併し「教育科学技術部」と改称し、今に至っている。（通称「教育部」） 
7）全教組は、労働者の権益伸張のための労働組合で、1989 年 5 月設立された。教総は教師なら誰でも参加ができ
る。しかし、全教組は平教師だけが加入できる。 
 「東亜日報」によると 2008 年 4 月現在、全教祖に加盟した教師は全国平均 18.2%で、2010 年 5 月（5 月 5 日付）




・ハンギョレ新聞コラム「ウェニャミョン」（何故なら）2005 年 5 月 30 日。 
・教育部「対話の窓」2005 年 5 月 24 日。 
・教育部報道資料、2009 年 3 月 23 日。 
・Oh my news「こんな教員が消えるなら私も教員評価賛成します」（韓国語）2009 年 3 月 23 日 
・http://blog.naver.com/PostView.nhn?blogId=dlgpfl1230&logNo=30077910888 
9）実験校数は、2005 年 48 校選定、2006 年 67 校選定、2007 年 506 校選定、2008 年 669 校選定、2009 年 3,121 校





日本による植民地支配の直後の 1947 年「朝鮮教育連合会」が、その後 1949 年制定された「教育法」第 80 条に基
づき教師等の団結を狙いとして「社団法人大韓教育連合会」が設立されたが、1961 年解散させられ、1989 年 12
月に、「韓国教員団体総連合会」として設立された。教総は労働組合ではなく、教師自らの自発的な様々な活動の
ために設立された団体である。 
11）KFTA「ニュースレター」2009 年 8 月、第 33 号。 






郡・区教育庁は 2010 年 9 月から教育支援庁と改称された。 
14）東亜日報社「東亜日報」2010 年 12 月８日付。 
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  そして、「初・中等教育法施行令」第 13 条によると「･･･評価に必要な事項は教育観は定める」とある。 
16）学校毎に設置される評価管理委員会は、教員や保護者、外部の専門家などから構成される。委員の 50％以上を
教員以外が占めなければならない。 
17）教育科学技術部「報道資料」、2011 年 12 月 28 日。 
  東亜日報社「東亜日報」2011 年 12 月 29 日付。 
18）教育科学技術部「報道資料」、2011 年 12 月 28 日。 
  朝鮮日報社「朝鮮日報」2011 年 12 月 29 日付。 
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